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ここまで紹介した協働の捉え方をまとめると、図序 -2 のようになる。 
 





















がりを提起している 42。  
理念的に協働とは対等な関係性のことであり、非対等な関係性であ
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紫波町は 1990 年代後半に、こうした町政の転換が起こり、2000 年代
から地域の自然資源を活かして「地域内経済循環」を生み出す「循環
型のまちづくり」を展開し、内発的で持続可能な地域づくりの優良事
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比較――紫波町オガールプロジェクトをベンチマークとして」『都市経営』1 号、



























































































































第１章  紫波町の農産物直売所の起業活動を支える協働関係  
 

































芸出版社・ 2014 年） p21  
3  山田定市「農民学習運動の現段階的意義」『社会教育研究』 12 号、 1992 年  









たい 5。  
 
＜  図 1-1 紫波町内の地区 6 ＞  
 
    ※紫波町より提供  
 
 
                            
5  本章に関する調査は、紫波町の農業や直売所にかかわる文献調査と、「あぐりち
ゃや」の H・ E 氏（ 2012 年 8 月 4 日、 8 月 23 日、 10 月 4 日）、「紫波ふる里セン
ター」のリーダーでまちづくり塾の塾生だった H・ S 氏（ 2012 年 10 月 24 日）、
紫波町職員でまちづくり塾の塾生だった S・Y 氏（ 2012 年 7 月 6 日）への半構造
的インタビュー調査と、岩手中央農業協同組合（ 2013 年 5 月 9 日）へのヒアリ
ング調査を実施した。なお、（  ）内は調査実施年月日であり、本文中の引用の
記述は調査時点のものである。  
6  地図上の 11 区分は小学校区であり、旧町村単位の９地区は上平沢と片寄で志和
地区、彦部と星山で彦部地区となる。地図上の「志和」と「彦部」の追記は筆
者が行った。  
志和  彦部  
27 
 
第２節  地域農業の概況  
１．地域概況  
岩手県紫波町は県都・盛岡市と花巻市の中間に位置し、 1955 年に１
町８カ村が合併してできた人口 33,690 人、世帯数 11,666 世帯（ 2015
年７月末現在）の町である。町内は旧町村単位で９地区に区分されて









町の地積は 239.03 ㎢で、そのうち田畑が 60.33 ㎢（ 25％）、宅地 9.29













第一次産業就業者の比率が 70％を超えていたものの、1980 年は 40％を

















＜  表 1-1 産業別就業人口の推移  ＞  
（人）  
年  度  第１次産業  第２次産業  第３次産業  分類不
能  



















































































































                            
7  岩手中央農業協同組合へのヒアリング（ 2013 年５月９日）より。  








＜  表 1-2 紫波地域における農業協同組合の合併の推移  ＞  





































＜  表 1-3 紫波町内の酒造店  ＞  





1886 年（明治 19 年）  
1905 年（明治 38 年）  
1786 年（天明６年）  











年）ｐ 147 より一部抜粋  
 
 
第３節  農産物直売所の起業の背景と時期区分  
１．直売所起業の地域的背景  
紫波町には 10 カ所の直売所がある（表 1-4 参照）。最初に開設され
たのは、赤沢地区にある「産直センターあかさわ」で、岩手県内で２
番目に早い 1985 年 12 月にオープンしている。紫波町は古くから住民






化、④集落営農による農業経営の効率化を挙げている 10。  
松永が挙げた４つの要因のうち、紫波町の農業者の起業活動（あぐ
りちゃや）のリーダーで、米作と牛の飼育を営む専業農家の H・E 氏 11へ
のインタビューの中で最も強調されたのが④である。すなわち、農業
者の高齢化と後継者不足により地域の生産組合（集落営農組織）の組
                            
9  10 カ所のうち 9 カ所は住民の自主的で主体的な動きの中から創り出されたが、
紫波マルシェのみ町の第三セクターが設置運営している。  
10  関満博・松永桂子『「農」と「食」の女性起業―農山村の「小さな加工」』（新評
論・ 2010 年） pp218～ 222  
11  H・ E 氏の家は、夫と 2 人の息子夫婦・孫を合せて総勢 12 人の大家族である。














＜  表 1-4 紫波町内の農産物直売所  ＞  
№  産直名  開業した年  備考  
1 産直センターあかさわ  1985 年  赤沢地区、レストラン併設  
2 紫波ふる里センター  1993 年  佐比内地区、レストラン併設  




1995 年  
志和地区、 2006 年より改称して「産
直あぐり志和」へ。レストラン併設  
5 ルート 396 長岡  1995 年  長岡地区  
6 あづまね産直  1998 年  水分地区  
7 産直センター大巻  1998 年  赤石地区  
8 紫波マルシェ  2004 年  
日詰地区、開業時の名称は「紫あ波
せ本舗」。改称は 2012 年６月より。  
9 彦部産直  楽々（らら） 2005 年  彦部地区  





























町が誘致した企業は 35 社あり、 2003 年時点で就業者の 15％にあたる
2,700 人の町民が働いていた。ところが、1998 年から 2002 年の５年間
で５つの誘致企業が倒産・撤退し、205 人（ 143 人）が解雇されている。
例えば、 1998 年９月に紫波町内の食品センターとホームセンターが倒
産し、解雇者 62 人を出している（全て町民）。また、2002 年３月には、
隣接する矢巾町にある音響機器メーカーアイワが撤退し、解雇者 480















誘致運動を継続している。」（紫波町総合開発計画 1986-2000）  
14  数値は、村上充「工場撤退のもと資源循環型まちづくり」『労働運動』 472 号、





























第４節  第１期における農産物直売所の起業活動の展開  
紫波町では、行政や農業協同組合ではなく、農業者が主体的に直売
所の起業活動を育んできたという経緯があるが、草創期には「紫波 21
                            
15  6 次産業化は東京大学名誉教授の今村奈良臣が提唱した造語で、「 1 次産業×2
次産業×3 次産業＝ 6 次産業」と定式化している。類義語に「農商工連携」があ
る。 2010 年に「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地



































































H・S 氏は、「地域の役職を多い時で 17 引き受けていた」というほど、
地区住民からの信頼が厚く行動力があった。直売所の組合を設立する
にあたり趣意書をまわしたが、最初は誰も反応せず、組合に入ろうと
しなかった。だが、 H・ S 氏は趣意書を３回まわし、一戸一戸訪ねて説






































                            































                            


























その後、組合員数は 46 人に倍増し、その後も増え続け、現在は 55 人


















































                            
19  H・ E 氏へのインタビュー（ 2012 年 8 月 4 日）より。  
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信頼を得るようになっていったのか。 H・ E 氏は買い手のニーズに合わ
せて、お年寄り向けには食材を柔らかくするなど、細かい気遣いをし
                            
20  これは「あぐりちゃや」もまた大型量販店との価格競争の渦中にあり、大型量
販店との棲み分けができているというわけではない。  
21  H・ E 氏へのインタビュー（ 2012 年 8 月 4 日）より。  





































                            
































第２章  紫波町における「循環型のまちづくり」の展開と課題  
 













ちづくりにおける協働関係の実態を探ることである 1。  
 
 




8,500 万円（ 1998 年度末町債残高）にのぼっていた。そのため、教育
や福祉などの住民生活に直結する行政サービスへ、そのしわ寄せがき
ていた 2。また、ゴルフ場の建設計画や場外画面のある競輪場の建設計
                                              
1  本章に関する調査は、循環型のまちづくりに関わる文献調査と、学習会やイベン
トの参与観察、 NPO 法人紫波みらい研究所（ 2011 年 4 月 5 日、同年 6 月 6 日、
2012 年 3 月 4 日）、紫波町環境課（ 2011 年 8 月 31 日）、明るい民主町政をすす
める紫波町民の会（ 2013 年 3 月 30 日）、岩手中央農業協同組合（ 2013 年 5 月 9
日）へのヒアリング調査、元紫波町議会議員・村上充氏（ 2013 年 3 月 30 日）、
株式会社森の寺子屋塾の T・Y 氏（ 2013 年 5 月 9 日）、紫波町長・藤原孝氏（ 2013
年 9 月 5 日）への半構造的インタビュー調査を行った。なお、（  ）内は調査実
施年月日である。本章の本文及び脚注の記述は調査時点のものである。  
2  こうした町政に対する問題意識を元紫波町議会議員の村上充氏は次のように証


















る 6。町長選挙運動が始まった当初（ 1997 年 11 月）は、日本共産党紫





インタビュー（ 2013 年３月 30 日）より。  






















































                                                                                                                                         
社、紫波町女性団体連絡協議会、紫波町、紫波町農業委員会、紫波町認定農業
者連絡協議会、明るい民主町政をすすめる紫波町民の会、いわて生協盛南コー
プ、岩手中央森林組合などの 30 団体程度が加盟している。2012 年に決起集会を
400 人規模で行い、トラクターを連ねて行進し、署名活動を中心とした運動を展
開している。  
7  1998 年新春座談会での藤原氏の発言。「藤原たかし後援会報」第２号（平成 10




























































循環型経済」 10（地域循環型経済）の構築をめざしているのである。  
 
                                              

















＜  図 2-1 循環型のまちづくりの政策体系  ＞  
 




機資源循環推進委員会」を組織し、公募委員として 8 名（女性 7 名・
















1999 年 10 月から 2000 年１月にかけて、住民が主体となり、町内 354






















                                              




2007 年などを参照した。  

































































































































































































































































































































































































（ 2001 年度）、上平沢小学校（ 2002 年度）、虹の保育園（ 2003 年度）、












































































えこ３堆肥を使用する農家数も町内約 400 戸にまで増加した（表 2-1
参照）。しかし、次のような課題もある。  
 
＜  表 2-1 えこ３センター堆肥製造施設の稼働状況  ＞  
年度  2005 2006 2007 2008 
稼働状況（％）  46.5 58.0 63.1 71.2 
堆肥販売量（ｔ）  651.32 812.48 883.37 997.15 
堆肥販売額（円）  3,094,480 4,086,126 4,480,410 5,707,715 









































                                              
14 岩手中央農業協同組合へのヒアリング（ 2013 年 5 月 9 日）より。  
15 岩手中央農業協同組合へのヒアリング（ 2013 年 5 月 9 日）より。  
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年１棟、 2005 年１棟、 2006 年８棟、 2007 年７棟、 2008 年４棟という
内訳であり、ほとんど利用されていないことが窺える。  
こうした町内の林業が危機的な状況の一方で、後継者を育てる動き








2013 年 4 月に一人採用し、徐々に若い従業員を雇用し始めたところで
ある。  
                                              
16 T・ Y 氏へのインタビュー（ 2013 年 5 月 9 日）より。  
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第５節  NPO 法人紫波みらい研究所の設立と展開  
１．紫波みらい研究所の設立  
「環境新世紀」イベント終了後、えこ３ぷらんフォーラムは解散し






わって 24 名で発足した。現在は、個人会員が総勢 65 名（ 2014 年 3 月
末）で、団体会員 2 団体、賛助会員 9 名という内訳である。町内在住
者が８割を占めるが、町外在住者（県内外の在住者）も 2 割ほどおり、
中高年者層の割合が高い。理事は 7 名で、事務局には専従の常勤職員
が 3 名いる。  
当初は任意団体として発足したが、間もなく（財）日本環境財団の































＜  表 2-2 紫波みらい研究所のネットワーク  ＞  
事業名  連携・協力団体  支援の内容  
ワン・コイン・セ
ミナー  
栄養士、料理人  指導者  
産直、レストラン、農産加工品販売店など  材料  
環境探検隊  
キャノン㈱、ＴＯＴＯ  資金・道具  
川を知る会、環境マイスター紫波  指導者  
伝承等の聞き取り  観光案内人（しゃ・べーる）  知識  
里山づくり・グリ

















































                                              
17  平松闊・鵜飼孝造・宮垣元・星敦士『社会ネットワークのリサーチ・メソッド





＜  表 2-3 食話倶楽部の事業内容と講師  ＞  
事業名  事業内容  講師  














秋の恵み・食のハーモニー  料理教室  ラ・フランス温泉館・料理長他  
食のハーモニー  料理教室  ラ・フランス温泉館・料理長他  
食物アレルギーあれこれ  専門家の話を聞く  保健センター栄養士  
紫波の食をおいしくつくる  生産者の話を聞く  しわ黒豚の生産者  
涼しいお菓子つくり講座  料理教室    
地産地消講習会  料理教室  東京・西麻布「分けとく山」  
総料理長  野崎洋光氏  





















































局を担っている。また、「しわ NPO 交流会」を発足させ（ 2013 年より）、












































































補論  自然環境の管理における協働形成  
――ラムサール条約登録湿地：伊豆沼・内沼の事例  
 
第１節  課題設定  
本論の課題は、伊豆沼・内沼の良好な景観や生態系、水質等を保全
し続けている協働による環境管理は、どのような背景をもち、課題が


















いった 3。こうした自然の特性が評価されて、伊豆沼・内沼は 1985 年
                                                   
1  本稿に関する調査は、宮城県自然保護課（ 2009 年 8 月 25 日）、財団法人宮城県
伊豆沼・内沼環境保全財団（ 2009 年 9 月 12 日・ 2010 年 5 月 8 日）、マコモ軍団
（ 2009 年 12 月 13 日・ 2011 年 3 月 5 日）、登米市立新田公民館（ 2010 年 7 月 22




としての、ふゆみずたんぼ」『環境研究』 157 号、 2010 年  





















 以下、これらの事柄について、詳しく見ていくこととしたい。  
 
 













                                                                                                                                                          
念誌「伊豆沼」』（ 1985 年）や、宮城県環境保全課・伊豆沼管理協議会『伊豆沼・









超える多さである 4。  
 
＜  表補 -1 伊豆沼・内沼の面積・水深等  ＞  
項目  伊豆沼  内沼  計  
湖面積（ｋ㎡）  3.69 1.22 4.91 
湖容積（万㎥）  279.20 95.50 374.70 
平均水深（ m）  0.76 0.78  
最大水深（ m）  1.60 1.60  
















                                                   
4  財団法人宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団からの資料や柴崎徹「伊豆沼・内沼の
自然と保全」『ふるさとの自然』 18 号、 1996 年などを参照した。  
5  財団法人宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団からの資料より。  









水地となる（図補 -1 参照）。  
 
＜  図補 -1 伊豆沼・内沼周辺図  ＞  
 











































                                                   









て』（丸善プラネット株式会社・ 2003 年） p146  
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約第 3 条 1 項）、その手段として「交流・学習・普及啓発（ CEPA＝




ことも目的としているのである 10。  
伊豆沼・内沼では、以上のようなラムサール条約の理念を「伊豆沼・
















                                                   
9  1999 年の第 7 回締約国会議でラムサール条約の下で、最初の CEPA を推進するた










課題」『長崎大学経済学部研究年報』 24 号、 2008 年  
11  1992 年に開催された第２回ラムサール条約国内登録湿地関係市町村会議にお
いて採択された宣言である。ラムサール条約登録湿地関係市町村会議「ラムサ










民有地の公有化を進めた。民有地の買上げは 1991 年度から 1993 年度
にかけ、堤外地公有化事業によって進められ、堤防から内側にある土























                                                   
12  山下弘文『ラムサール条約と日本の湿地――湿地の保護と共生への提言』（信山















＜  表補 -2 自然保護・環境管理制度による指定の状況  ＞  
区域名  根拠法  
国指定鳥獣保護区  鳥獣の保護及び狩猟の  
適正化に関する法律  国指定鳥獣保護区特別保護地区  













農業振興地域農用地区域  農業振興地域の整備に関する法律  
保安林  森林法  
公共用水域環境基準水域（湖沼Ｂ類型）  環境基本法  


























区に分けて進められた。最初に 1942 年に北岸の低湿地の第１工区 90
町歩（ 90ha）の干拓が始められ、1948 年に完成した。続いて 1945 年に
同じく北岸の低湿地の第２工区 120 町歩（ 120ha）、 1946 年には西南岸
の低湿地の第３工区 117.5 町歩（ 117.5ha）の干拓が開始され、 1964
年に全てが完成した。約 700 町歩（ 700ha）ほどあった伊豆沼・内沼は、




                                                   
13  平重道「迫川流域に於ける新田開発と水害の歴史」平重道『登米郡新田村史』
（東北大学教育教養部歴史研究室地域社会研究会・ 1956 年）  
14  財団法人日本自然保護協会「伊豆沼湖沼群学術調査報告書」（ 1973 年）や迫町
史編纂委員会『迫町史』（迫町・ 1981 年）等を参照した。  
15  伊豆沼の干拓の経緯については、若柳中央公民館・若柳ロータリークラブ「伊
豆沼干拓史（ CDROM 版用テキスト）」（ 1987 年）が詳しい。  
75 
 
平均して 7～ 8 反が配分された。ただし、干拓農地は大雨のときは遊水
地となることが決められており、水がくぐることは覚悟の上で購入し
























1959 年当時のフナは一杯あたり 200 円で、土木作業員の日当が 320～
330 円ということを鑑みれば、フナは高値で売れた。コイやフナは妊婦
に食べさせると乳がよく出ると言われていたことから重宝されていた
と S 氏は言う。  
伊豆沼・内沼における漁業者の漁業権またはその行使権を擁護する
                                                   
16  車田敦「伊豆沼の蝦漁と「バスバスターズ」――漁師の視点と景観復元への取


























活動がはじまった 1960 年代からのことである。1960 年代は、開発や干
拓等によって住むところを追われた渡り鳥の多くが、伊豆沼・内沼に
集まるようになった時期であり、伊豆沼・内沼周辺において多くの愛
                                                   
17  迫町史編纂委員会『迫町史』（迫町・ 1981 年） p594  
18  伊豆沼・内沼環境保全対策検討委員会「伊豆沼・内沼環境保全対策に関する報
告書」（宮城県保健環境部環境保全課・ 1992 年） p164  
19  車田敦「淡水域の漁撈習俗――宮城県伊豆沼・内沼、長沼の事例」『東北民俗学
研究』 8 号、 2005 年。また筆者が登米市新田地区在住のある女性に対して行っ








































                                                   

































                                                   



































を拒否した 25。  
その後、 1984 年の第２回締約国会議での登録地の推薦にむけて、再
び伊豆沼・内沼が候補に挙がった。結果的には、サンクチュアリーセ
                                                   
24  呉地正行「鳥類と人の共生を目指して」山岸哲『鳥類生態学入門』（築地書館・
1997 年） p175  


































                                                   
26  日本雁を保護する会・会長の呉地正行氏へのヒアリング（ 2010 年 8 月 22 日）
より。  



































                                                   


































































































                                                   
29  財団法人宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団の研究員・嶋田哲郎氏へのヒアリン
グ（ 2009 年 9 月 12 日）より。また、筆者が登米市立新田公民館の職員に対して














































れていた 32。 1999 年、マコモ群落復元のための植栽作業活動が評価さ
                                                   
31  マコモ軍団へのヒアリング（ 2011 年 3 月 5 日）より。  





よって「マコモ軍団」と名付けられた 33。  
（２）マコモ軍団の活動とその存在意義  
マコモ軍団は財団の雇用人夫であり、日当 7,100 円で年間 120 日程
度稼動している。活動内容は枯れたヨシ群落の刈取り（ 1～ 3 月）、マコ
モの植栽（ 4 月）、外来魚の駆除及び駆除するための仕掛け（産卵床）





















                                                                                                                                                          
号、 1999 年  
33  マコモ軍団の構成員は、1999 年当時、13 名の構成であったが、メンバーの減員




環境文化賞」受賞に寄せて」『伊豆沼・内沼だより』 14 号、 1999 年  































                                                   
35  河北新報（ 2010 年 11 月 27 日）より。  
36  財団法人日本野鳥の会「伊豆沼・内沼の鳥類及びその生息地の保存管理計画に
関する調査報告書」（ 1981 年）や河合春雄「宮城県伊豆沼の水質汚染の原因並び
に対策等の研究」（日本ユニカル化学株式会社・ 1986 年）等を参照した。  
37  マコモ軍団へのヒアリング（ 2011 年 3 月 5 日）より。  


































バスバスターズは、2004 年 2 月 29 日に「ゼニタナゴ復元プロジェクト」
の関係機関の職員やマコモ軍団に加えて 60 名の市民が集まって結成し
                                                   



























よる地域ぐるみのブラックバス駆除」『用水と廃水』 47 巻 10 号、 2005 年 10 月  
42  2007 年に「市民参加型ブラックバス防除の研修会～伊豆沼・内沼の生態系復元
を目指して～」が開催され、ここでの自作の研修会資料をもとにブラックバス
駆除マニュアルが作成された。  










































う、総合的な研修フィールドになっている」と評価している 45。  
さらに伊豆沼周辺には、自然系博物館施設として、「宮城県伊豆沼・
内沼サンクチュアリーセンター」（通称「鳥館」）、「栗原市伊豆沼・内

























































































































意味をもっているのかを検討していきたい 1。  
 
第１節  自治体改革下における協働論  










拍車をかけたのが NPM（ New Public Management＝新公共経営）である。  
NPM とは、「民間企業における経営理念・手法、さらには成功事例な
どを可能なかぎり行政現場に導入することを通じて行政部門の効率




                            
1 本章に関する調査は、紫波町の自治体改革やオガールプロジェクトに関わる文献
調査と、学習会やイベントの参与観察、紫波町教育委員会生涯学習課（ 2013 年
5 月 9 日）、オガール紫波株式会社（ 2013 年 9 月 5 日）、NPO 法人風・波デザイ
ン（ 2014 年 6 月 5 日）へのヒアリング調査、紫波町職員・ S・ Y 氏（ 2012 年 7 月
6 日）、紫波町職員・ F・ T 氏（ 2013 年 3 月 30 日）、 NPO 法人ゆう・もあ・ねっ
と代表・S・F 氏（ 2014 年 6 月 15 日）への半構造的インタビュー調査を行った。
なお（  ）内は調査年月日であり、本文及び脚注の引用は調査時点のものであ
る 。  
2  島田修一『社会教育の自由と自治』（青木書店・ 1985 年） p49 
3 大住莊四郎『パブリック・マネジメント――戦略行政への理論と実践』（日本評
論社・ 2002 年） p12 
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域と自治体第 30 集  NPM の検証――日本とヨーロッパ』（自治体研究社・ 2005
年） pp4～ 15 
5 武田公子は、「 NPM 手法の要点は、行政システムに『契約』というレトリックを
導入することにある」と指摘している。武田公子「日本版 NPM と市民参加型財
政運営」重森暁・田中重博『構造改革と地方財政――分権的税財政システムへ
の展望』（自治体研究社・ 2004 年） pp232～ 235 
6 榊原秀訓「住民参加の展開と課題」室井力編『住民参加のシステム改革――自治
と民主主義のリニューアル』（日本評論社・ 2003 年） p17 
7 富野暉一郎「 NPM 改革の限界性と公益の構造化に基づく公共再編型改革」『会計






















緯がある 9。以下、こうした NPM の原理を背景にもつ協働による行政改
革について見ていくことにしよう。  
（１）日本版 PPP 
 NPM と親和性の高い協働論として展開されてきたのが「日本版 PPP」
である。イギリスで 1997 年に誕生したブレア政権下で打ち出された
PPP（ Public Private Partnerships）は、「公共サービスの民間開放を
進め、事業の責任やリスクを民間に移転しようとしてきた発想から、
                            
8  小木曽洋司「「協働」の可能性――住民自治の構築方法としての社会参加」松田
昇ほか編『市民学の挑戦――支えあう市民の公共空間を求めて』（梓出版社・2008














ートナーシップが急速に制度化された 10。  
このような PPP の思想と手法の源泉はイギリスにあるが、わが国に
おいてはイギリスとは異なる曲解したかたちで展開してきたという経
緯があり、イギリスの PPP と区別して「日本版 PPP」と表現されている



















                            
10 白石克孝「イギリスにおける地域政策の変遷とパートナーシップの意味変容」
岡田章宏・自治体問題研究所『地域と自治体第 30 集  NPM の検証――日本とヨ
ーロッパ』（自治体研究社・ 2005 年） p138 
11  経済産業省・経済産業研究所  日本版 PPP 研究会「日本版 PPP の実現に向けて―
―市場メカニズムを活用した経済再生を目指して――（中間とりまとめ）」（ 2002
年 5 月）が「日本版 PPP」を最初に使った政府レベルの文書であると言われてい
る。  
12  白石克孝「パートナーシップと住民参加」室井力編『住民参加のシステム改革































専門的力量が低下していく 15。  
また、高橋満は指定管理者制度の問題点として行政による責任放棄
                            
13 田尾雅夫『市民参加の行政学』（法律文化社・ 2011 年）ｐ 35 
14 姉崎洋一「指定管理者制度とは何か」『社全協ブックレット』№ 1、 2006 年  
15 長澤成次「社会教育施設における指定管理者制度の導入と問題点」『月刊社会教






























                            
16  高橋満『 NPO の公共性と生涯学習のガバナンス』（東信堂・ 2009 年） p141 





住民組織の自律性とはどのようなことか」『立命館産業社会論集』第 46 巻第 1





























におけるこの議論を整理すると、次の 4 つに分けることができる。  
第 1 は、社会教育を捉える枠組みを転換していくための概念装置と
して「社会教育ガバナンス」が提唱されており、新たな概念化や領域
                                                                                    
一子編『生涯学習がつくる公共空間』（柏書房・ 2003 年） p60 
19 鈴木敏正『増補改訂版  生涯学習の教育学――学習ネットワークから地域生涯教
育計画へ』（北樹出版・ 2014 年） p20 
20  中央教育審議会答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知
の循環型社会の構築を目指して～」（平成 20 年２月 19 日）  
2 1  大桃敏行「地方分権改革と生涯学習行政の展開」大桃敏行・背戸博史編著『生






























判も展開している 25。  
                            
2 2 上野景三「自治体社会教育の再定義と社会教育ガバナンス」日本社会教育学会
編『自治体改革と社会教育ガバナンス』（東洋館出版社・ 2009 年）  
23  松田武雄『コミュニティ・ガバナンスと社会教育の再定義――社会教育福祉の
可能性』（福村出版・ 2014 年）、松田武雄「分権を内実化する社会教育の可能性」
『月刊社会教育』 664 号、 2011 年 2 月号  
24 姉崎洋一「構造改革下における社会教育政策をめぐる課題」『日本教育政策学会
































                                                                                    
理」を超えて」『月刊社会教育』 668 号、 2011 年 6 月号  
26  高橋満『 NPO の公共性と生涯学習のガバナンス』（東信堂・ 2009 年）  
27  石井山竜平「教育のガバナンスと発達「自由」空間の再生」南里悦史編著『教




















の間が一致しない場合があること、の 3 点を指摘している 29。そして、
シティズンシップ教育の受け皿として、学校教育を補完する市民大学
や NPO に着目している 30。  
このように政治学の領域では、シティズンシップ教育への期待が膨
らんでおり、社会教育・生涯学習はその条件整備というかたちで貢献





第３節  紫波町における自治体改革と協働の地域展開  
１．持続的に自立できる紫波町行財政計画  
2002 年から 2003 年にかけて、紫波町では盛岡市との合併をめぐる議
論が巻き起こった。住民アンケートや地域懇談会での検討の末、紫波
町は盛岡地域合併問題協議会への不参加を表明し、盛岡市等と合併を
                            
29 松田憲忠「市民参加の可能性とガバナンス」山本啓編『ローカル・ガバメント
とローカル・ガバナンス』（法政大学出版局・ 2008 年） pp40～ 42 
30  松田憲忠「ガバナンスの主体としての市民」岩崎正洋『ガバナンス論の現在』
（勁草書房・ 2011 年） p107 
31 小野征夫「市民が育てる学習・文化の「公共空間」――アクティブ・シティズ
ンシップと社会教育の可能性」松田昇ほか編『市民学の挑戦――支えあう市民









＜  表 3-1 紫波町における NPM 型の行財政改革  ＞  
NPM の要素  
自治体における  





会計 制度 改革 、 ABC（ 活






よ る 業 務 改 善 を 図 る た め 、 ABC
「 Activity-Based Costing：活動
基準原価計算」の導入  





PFI、 市場 化テ スト 、 指
定管理者制度  
・業務外部化推進  
・ 外 部 化 業 務 の 品 質 管 理 （ SLA
















※本図表は、田中孝男・大嶋貴明・瀧淵真理子「 NPM、 PPP から考える指定管理者










と業務改善にむけた ABC「 Activity-Based Costing：活動基準原価計算」














削減は自立計画の目標を上回るペースで進め、 2004～ 2012 年度の間に

































第 2 に、市民活動支援センター「ゆいっとサロン」の開設（ 2006 年
から）や、地域づくり活動補助金制度（ 2008 年から）の創設、コミュ
ニティビジネス創出事業（ 2009 年から）の開始、 NPO の認証（ 2007 年
から）の開始など、市民活動を促進する諸条件が整えられた。  
第 3 に、地区創造会議という旧町村単位の地域振興のための計画づ
くりの支援が始まった。地区創造会議は、 2007 年から始まり、年間 1
～ 2 地区のペースで進めている。会議の取りまとめは NPO が請け負って
いるが、協働支援室が主催している事業であるため、マンパワーの面
















第４節  紫波町の協働を担う人材育成―― NPO 法人風・波デザイン  
１． NPO 法人風・波デザイン設立の目的  
紫波町は市民活動の支援の一環で、新潟県にある NPO 法人まちづく
り学校 33（以下、まちづくり学校）のワークショップの技法を採り入れ





















                            
32  F・ T 氏へのインタビュー（ 2013 年 3 月 30 日）より。  




































                            
34 F・ T 氏へのインタビュー（ 2013 年 3 月 30 日）より。  













そのうちの 3 名は風・波デザインのメンバーとなり、2008 年からは風・
波デザインが「ゆいっとサロン」の運営を請負うようになったが、実




















                            
36  風・波デザインによる紫波町市民活動支援センター「ゆいっとサロン」の管理




































                            














たが、予告したとおり、設立から 5 年が経過した 2013 年 3 月 31 日に、
風・波デザインは解散した。解散後、原点に立ち戻り、人材育成と中
間支援を目的とした後継団体の設立も提案された。反対意見もあった
















 風・波デザインの活動は、いかなる成果を生み出したのだろうか。  
第 1 に、住民と向き合う町職員の意識の変化である。風・波デザイ
ンの意義は町職員、住民という垣根を越えて、参加の場をつくってい
                            













いう見方もできる。その点について、 F・ T 氏は「仕事の枠を広げるた
めに、効率を良くするために地域に出ていったり、全国に出ていった
りした」と意味づけしている。  


















                            
39  F・ T 氏へのインタビュー（ 2013 年 3 月 30 日）より。  
40  S・ Y 氏へのインタビュー（ 2012 年 7 月 6 日）より。  












にいた。風・波デザインでの活動は、 S・ F 氏にとってまさに主体的に
活動を創り、実行していくための力量を獲得していく過程となり、学
校が抱える問題解決や地域からの子どもの育ちの支援を目的とした

























基本方針」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）の策定過程において、 PPP
の先進事例として経済財政諮問会議（ 2013 年 6 月 6 日・第 14 回会議）
で紹介され、紫波町は国策上モデルとなりうる先進事例として注目を
集めた。経済財政諮問会議では、「 PPP／ PFI の抜本改革に向けたアクシ
























                            
42  経済再生と財政健全化の両立をめざす現下の政府において、 PPP と PFI は重要
な位置づけにある。政府は「できるだけ税財源に頼ることなく、かつ、民間に
とっても魅力的な事業を推進することにより、民間投資を喚起し、必要なイン
フラ整備・更新と地域の活性化、経済成長につなげていく」ため、「 PPP／ PFI の
抜本改革に向けたアクションプラン」（平成 25 年 6 月 6 日民間資金等活用事業
推進会議決定）を策定し、今後 10 年間（平成 25～ 34 年）で 12 兆円規模に及ぶ

























同年 8 月には東洋大学の調査チームによって「紫波町 PPP 可能性調
査報告書」が公表され、PPP 公社を設立して開発事業を進めることが計
画された。ところが、この東洋大学の提案に対し、町内で議会や住民
から反対の声が上がった。反対の理由は主に 3 点ある。  
第 1 は、PPP 公社による事業の推進は、情報公開、住民との合意形成、
議会の同意の手続きが不明瞭であったことである 44。  
                            
43  紫波中央駅前の用地を 28 億 5 千万で買い上げるにあたり、 19 億 290 万円を起














年当時岩手県内でワースト 3 に入る 23.0％、翌 2008 年には岩手県内で
ワースト 1 位となる 23.3％という財政状況にあったことである 45。  




























































































第４章  紫波町図書館のガバナンスと住民参加  
 

























いる。その代表格が、佐賀県の武雄市図書館であろう 2。  
                            
1  薬袋秀樹「地域活性化における公共図書館の役割」『地域政策研究』 52 号、2010




『月刊社会教育』690 号、2013 年 4 月、樋渡啓祐『沸騰！図書館―― 100 万人が
訪れた驚きのハコモノ』（角川書店・ 2014 年）、野本祐二『これからの自治体経



















 一方で、武雄市図書館の指定管理者に CCC という外部の大手資本を
据えたことや、その商業的なノウハウで図書館を運営していることを










                            
3  荻原幸子「参画・協働による「まちづくり」と自治体図書館」『地域政策研究』
52 号、 2010 年 9 月、猪谷千香『つながる図書館――コミュニティの核をめざす
試み』（筑摩書房・ 2014 年）を参照した。  
4  図書館の利用カードを TSUTAYA の T カードと一体にし、図書を借りることで T
ポイントが付与され、そのポイントを書籍の購入や CD・ DVD のレンタルに使用
できるというサービスである。  











































していくために必要なことを考察する 6。  
 
 
第２節  紫波町図書館の特色  



















                            
6  本章の作成にあたり、半構造的面接法によるヒアリング調査を 1 箇所の対象につ
き 1～ 3 時間程実施した。調査対象と調査日は、紫波町図書館の関係者（ 2014 年
7 月 20 日）、図書館の会のメンバー（ 2014 年 8 月 5 日）、同会元メンバー（ 2014




の図書館』 448 号、 2014 年 8 月、国立国会図書館『地域活性化志向の公共図書


















＜  表 4-1 紫波町図書館の基本情報  ＞  
 紫波町図書館  
（ 2013 年度）  
中央公民館図書室  
（ 2007 年度）  
延べ床面積  1,573.83 ㎡  135 ㎡  
蔵書冊数  82,600 冊  61,411 冊  
所蔵限度数  190,000 冊   
開架冊数  56,950 冊   
登録者数  10,408 人  11,838 人  
貸出冊数  238,613 冊  43,850 冊  
1 人当たりの貸出冊数  7.0 冊  1.31 冊  
蔵書回転率  2.8 回   
来館者数  201,664 人  7,735 人  
































心に 2001 年 8 月に図書館の会が結成された。日詰公民館は中央公民館
と同一の建物の中にあり、当時社会教育課は中央公民館の中にあった
こともあり、 F・ T 氏も積極的にこの学習サークルを支援した。  
図書館の会が発足した背景には、 2000 年から始まった学校図書室と
                            










































































                            
10  図書館の会へのヒアリング（ 2014 年 8 月 5 日）より。  
11  「長く図書ボランティアをやっていると、きちんとした力をつけなきゃと思い、
富士大の司書講習に行ったんですよ。斎藤先生に出会い、図書館の必要性を気






町議会で「平成 17 年度（ 2005 年度）と 18 年度（ 2006 年度）をメドに
（図書館整備にむけた）基本の構想を策定していく」、図書館建設は「平




















































































2007 年 3 月には、教育委員会生涯学習課所管の図書館整備検討委員
会が設置され、図書館の会からは 3 名のメンバーが委員として参画し







は、 PPP という民間の資金やアイデアを集める手法を使って、 JR 紫波
中央駅前の開発、町立図書館の建設、町役場新庁舎の建設という 3 つ
の行政課題の同時解決を図る公共事業である。また、これにより、公
                            
12  「図書館の会・会報」第 14 号、 2007 年 3 月 13 日発行（紫波町図書館をつくり
育てる会「 10 周年記念誌～未来へつなぐ住民参加活動のあゆみ」 2013 年所収）
より。  







































                            
14  図書館の会のメンバーへのヒアリング（ 2014 年 8 月 5 日）より。  
131 
 
が、図書館の会が NPO を設立し、その NPO が指定管理者として図書館
を管理運営するという構想が持ち上がった。図書館の会は、メンバー
に司書の有資格者が多く、この提案を受けて 2010 年 6 月に司書の有資
格者を中心に「 NPO 法人紫波文化交流」を設立した。これにより、図書
館の会のメンバーの半数以上が NPO 法人の職員と兼務することとなっ
た。そして、 NPO 法人紫波文化交流は、資料の選定や整理、 PR イベン
トなどの開館に向けた準備作業に係る業務委託を役場から受け、図書
館の開館にむけた準備を請け負った。こうして、紫波町図書館は 2012







4 月に NPO 法人紫波文化交流への窓口業務委託は打ち切られ、図書館の
全ての管理運営を町の直営で行うこととなった。NPO 職員として働いて
いた、紫波文化交流の司書たちはみな町の嘱託職員として引き取られ、



































とりわけ F・ T 氏は、社会教育職員のひとつの可能性を示しており、
特筆すべきであろう。 F・ T 氏は社会教育職員時代に住民の図書館を考
える学習の組織化と学習運動の支援を行い、首長部局への異動後は「町
民の図書館をつくろう委員会」において住民の行政参加をつくるワー


































































第５章  地域活動への参加と住民の自己形成  
 







る立場に立って活躍している（ 2013 年 3 月現在）。  
今でこそ、地域の活動家として充実した毎日を送っている O 氏であ
るが、地域活動の世界に入る 2004 年までは O 氏は盛岡市で仕事をし、
紫波町には「寝に帰る」日々を送っていた。当時の O 氏は「紫波に背
を向けて暮らしてきた」とふりかえっている。  












住民の自己形成を見ていくために、筆者は O 氏に対し、 2012 年 1 月
6 日に半構造的なインタビュー調査を 6 時間ほど行った 1。そこで得ら
れた O 氏の語りを生活史（ライフヒストリー）の方法による分析を行
った。これは住民の目線に立ち、なお且つ個々の人生や生活史を含め
                                                   
1  インタビュー調査の方法に関しては、Sharan B. Merriam, Qualitative Research 


































































第２節  Ｏ氏の個人史  





2005 年 1 月 17 日に紫波町商工会の女性部の研修で町内を周ったこと
をきっかけに、有志で結成された観光ボランティアガイドのグループ
である。設立メンバーは 5 名で、O 氏は設立後半年して加わったという。
2011 年 4 月にはさらに 5 名が加わり、現在は 11 名で構成されている。
50～ 70 代の女性中心だが、男性も１名いる。活動は 4 月末から 10 月に








された認定者は、 2011 年度までに町内に 120 名ほどおり、そのうち約




＜  表 5-1 O 氏の個人史  ＞  








































































































ことになるが、子どもが成長するに従って PTA 活動が始まる。PTA 活動






































































































































































第３節  自己形成におけるネットワーク  
１．「〈活動のつながり〉と〈関係の広がり〉」  
































岩手県青年団体協議会の後輩 A さん（紫波みらい研究所）  
↓  
伝承聞き取り調査員  →  郷土史家  →  紫波町案内人「しゃ・べーる」加入  
↓                    
町職員（環境課）              
 ↓           町職員（企画課）→  ファシリテーター養成講座  
環境マイスター養成講座      ↑               ↓  
 ↓              ↑            受講者・町職員  
受講者  →「環境マイスター紫波」結成             ↓  





















り調査員になったという点である。O 氏と A 氏とは、同時期の青年団活
動を通じて知り合っていたわけではなく、県レベルの協議会における
世代間交流の中で知り合っている。つまり、それほど親しい間柄であ























第４節  小括  












交えたより効果的な学習プログラムの開発を目指す動きもある 4。  
このような自治体における人材育成事業の条件として、O 氏の事例か









































                                                                                                                                                          
そこから生じる互酬性と信頼性の規範である。」ロバート・ D・パットナム著、
柴内泰文訳『孤独なボウリング――米国コミュニティの崩壊と再生』（柏書房・
2006 年）原典：Robert．D．Putnam,2000 Bowling alone：The collapse and revival 
of American community, New York： Simon&Schuster  
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終章  本研究の総括と展望  
 






















































































































































































































































                            
1 語彙については、松永桂子『創造的地域社会――中国山地に学ぶ超高齢社会の
自立』（新評論・ 2012 年）第５章を参照されたい。  
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参考資料１  紫波町の社会教育行政と公民館 1 
 
１．社会教育行政（生涯学習課）  
生涯学習課のスタッフは、正規職員 5 名、非常勤職員 2 名の 7 名体




























                                              











中央公民館の正職員は 2013 年度から 1 人体制で、なお且つ生涯学習
課と兼務している。地区館は町が直営で管理している。 1981 年から地
区館体制が始まり、当初は町職員が公民館主事として 2～ 3 館をかけも
ちするかたちで配置されていた。しかし、現在は非常勤の公民館指導
員と非常勤の館長の 2 名体制である（表資 -3 参照）。  
公民館指導員の雇用は、館長の推薦により採用している。指定資格
等の要件はなく、地域で信頼されている方というのが条件である。月
額 155,000 円で 1 日 6 時間勤務のため、公民館指導員は女性が多く、





















＜  表資 -1 紫波町の公民館  ＞  
〔 2013 年 5 月現在〕  
施設名 1 施設名 2 建築年  職員数  備考  
中央公民館   1967 年  6 名  
同一施設内  
日詰公民館   1967 年  2 名  
古舘公民館   1981 年  2 名   
水分公民館  水分地区多目的研修  
集会施設  
1983 年  2 名   
志和公民館   1979 年  2 名  志和生活会館内  
赤石公民館   1983 年  2 名   
彦部公民館   1984 年  2 名   
佐比内公民館  佐比内林業センター  1983 年  2 名   
赤沢公民館  赤沢基幹集落センター  1980 年  2 名   
長岡公民館  長岡林業センター  1981 年  2 名   
 
 














※本表は「公民館活動報告 2005 年度版  紫波町の公民館」（紫波町教育委員会・
中央公民館  2006 年）から一部改変して作成した。  
 
1955 年  1 町 8 カ村の合併により、現在の紫波町が誕生する。  
1967 年  中央公民館が完成し、 1 公民館 10 分館体制が始まる。  
＊独立の施設を持たず、小中学校や農協の研修室を借りて公民館活動
が展開された。  
1981 年  規則改正により、分館が単独館となり、 9 地区館体制となる。  
1983 年  中央公民館が全国の優良公民館 33 館のひとつに選ばれ、文部大臣賞を
受賞する。  
1984 年  9 つの全地区に独立した施設が整備される。  
1987 年  社会教育委員会議の答申を受け、各地区公民館に公民館指導員制度が
導入される。  




＜  表資 -3 公民館制度と職員の変遷  ＞  
年代  1980 年以前  1981～ 83 年度  1984～ 86 年度  1987～ 90 年度  1991 年度～  2004 年度～  
















































公民館書記 (非 ) 
2～ 3 名体制  
→  
公民館主事  
公民館書記 (非 ) 
2 名体制  
公民館主事又は公
民館指導員 (非 ) 
1 名体制  
公民館指導員 (非 ) 










①日詰 ,古館 ,赤石  
②志和 ,水分 ,彦部  

































参考資料２  紫波町のまちづくりに関する年表（その１）  
 
年  町政・行財政運営に関する出来事  循環型のまちづくりに関する出来事  
1983     
1986 紫波町行政改革大綱策定    
1990     







1998 藤原孝氏町長初当選    




    資源循環推進室設置  




    新世紀未来宣言  







    ＪＲ紫波中央駅の待合施設建設  
2002 藤原町長無投票で再当選（ 2 期目）   
  盛岡市との合併の議論が始まる    
2003   
「循環・共生・参加まちづくり表彰」
で環境大臣賞を受賞する  






2005 紫波町集中改革プラン    
 
    
164 
 
年  町政・行財政運営に関する出来事  循環型のまちづくりに関する出来事  
2006 藤原町長無投票で再当選（ 3 期目）   





    
2007 町の実質公債費比率 23.0％    
2008 町の実質公債費比率 23.3％    
  （県内ワースト 1）    
2009 町の実質公債費比率 22.4％    
2010 藤原町長無投票で再当選（ 4 期目） 株式会社森の寺子屋塾創業  









2014 藤原町長退任    
















参考資料２  紫波町のまちづくりに関する年表（その２）  
 
年  協働・公民連携に関する出来事  図書館に関する出来事  
1983   
公立図書館を 1986 年までに建設する
という計画が浮上する  
1986     
1990   生涯学習センターが構想される  
1994   
生涯学習センター基本計画を策定す
るが、実現に至らず  
1997     




























2005 協働推進室の設置  
「図書館を考える会」から「図書館を
つくり育てる会」へ改称  

































    
図書館建設検討会と町民の図書館を
つくろう委員会の合同研修実施  
2007 地区創造会議が始まる  図書館整備検討委員会  





2008 市民参加条例の制定    
  風・波デザイン設立    
  地域づくり活動補助金制度創設    
  コーディネーター養成講座の開催    
  市民参加推進会議の設置  
 





  公民連携基本計画策定  
図書館整備業務が町長部局へ移管さ
れる。  




NPO 法人紫波文化交流設立  
2011     
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年  協働・公民連携に関する出来事  図書館に関する出来事  
2012 オガールプラザオープン  図書館開館  
2013 オガール広場オープン    
  土地活用モデル大賞受賞    
  オガールタウンの宅地分譲開始    
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